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主 文             

１ 地方公務員災害補償基金大阪府支部長が，原告に対し，平成２３年１月５日

付けでした遺族補償年金，遺族特別支給金，遺族特別援護金及び遺族特別給付

金の不支給決定をいずれも取り消す。 

２ 訴訟費用は被告及び参加行政庁の負担とする。 

事 実 及 び 理 由             

第１ 請求 

主文１項と同旨 

第２ 事案の概要 

本件は，原告の妻（地方公務員）が，公務に因り精神障害を発症し，自殺し

たため，原告が被告（以下「基金」という場合がある。）大阪府支部長（以下

「処分行政庁」という。）に対し，地方公務員災害補償法（以下「地公災法」

という。）に基づき，遺族補償年金，遺族特別支給金，遺族特別援護金及び遺

族特別給付金の支給請求をしたところ，処分行政庁がいずれも不支給とする処

分（以下「本件各処分」という。）をしたため，原告が，被告に対し，本件各

処分の取消しを求めた事案である。 

１ 前提事実（争いがないか，後掲各証拠及び弁論の全趣旨により容易に認めら

れる事実） 

（１）本件訴訟に至る経緯 

ア 原告の妻であったＡ（以下「亡Ａ」という。）は，Ｂ中学校の教諭とし

て勤務していた平成１０年１０月１８日，自殺した。 

イ 処分行政庁は，平成２２年４月２３日，亡Ａの自殺を公務上の災害と認

定した。 

ウ 原告（昭和２２年２月１１日生）は，平成２２年６月２日付けで，処分

行政庁に対し，地公災法３２条１項に基づき遺族補償年金の支給請求をす

るとともに，同法４７条１項２号の福祉事業として支給される遺族特別支
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給金（地方公務員災害補償基金業務規程（以下「業務規程」という。）２

９条の７），遺族特別援護金（業務規程２９条の９）及び遺族特別給付金

（業務規程２９条の１３）の支給申請をした。 

エ 処分行政庁は，平成２３年１月５日付けで，上記請求（申請）につき，

遺族補償年金請求については，原告は，亡Ａの夫であるが，亡Ａの死亡時

である平成１０年１０月１８日当時，５１歳であり，地公災法３２条１項

ただし書１号及び同法附則７条の２第２項に定める要件に該当せず，同法

３２条１項ただし書４号及び同法施行規則２９条に定める障害の状態にあ

るとは認められないとして，遺族特別支給金，遺族特別援護金及び遺族特

別給付金の支給申請については，遺族補償年金の請求と併せてなされてい

るところ，遺族補償年金の受給権者に該当しないとして，いずれも不支給

とする本件各処分をした（甲３）。 

オ 原告は，本件各処分のうち，遺族補償年金の不支給処分につき，平成２

３年１月２６日付けで地方公務員災害補償基金大阪府支部審査会に審査請

求をしたが，同支部審査会は３か月を経過しても裁決をしなかった。 

カ 原告は，平成２３年４月２８日付けで，地方公務員災害補償基金審査会

に再審査請求をしたが，同審査会は，３か月を経過しても裁決をしなかっ

た。 

キ 原告は，平成２３年１０月２９日，本件訴訟を提起した。 

（２）関係法令等 

ア 地公災法 

（ア）地公災法３１条 

同条は，「職員が公務上死亡し，又は通勤により死亡した場合におい

ては，遺族補償として，職員の遺族に対して，遺族補償年金又は遺族補

償一時金を支給する。」と規定している。 

（イ）地公災法３２条 
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同条１項本文は，「遺族補償年金を受けることができる遺族」を，職

員の配偶者（内縁関係にあった者を含む。），子，父母，孫，祖父母及

び兄弟姉妹と規定した上で，「職員の死亡の当時その収入によって生計

を維持していた者」であること（以下「生計維持要件」という。）を要

求している。 

しかも，同項ただし書は，妻（内縁関係にあった者を含む。）以外の

者について，「職員の死亡の当時次に掲げる要件に該当した場合に限る

ものとする。」と規定し，夫（内縁関係にあった者を含む。），父母又

は祖父母については，６０歳以上であること（１号。以下「本件年齢要

件」という。）」，子又は孫については，１８歳に達する日以後の最初

の３月３１日までの間にあること（２号），兄弟姉妹については，１８

歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあること又は６０歳以

上であること（３号）（以下，これらの年齢に関する要件を「年齢要

件」という。），年齢要件に該当しない夫，子，父母，孫，祖父母又は

兄弟姉妹については，総務省令で定める障害の状態にあること（４号。

以下「障害要件」という。）とそれぞれ規定している。 

なお，上記「６０歳以上であること」との要件については，地公災法

附則７条の２第２項において，平成２年１０月１日から当分の間，５５

歳以上６０歳未満の場合には遺族補償年金を受けることができる遺族に

該当する旨の特例が定められており，当該特例は現在も継続している。 

また，地公災法３２条３項は，「遺族補償年金を受けるべき遺族の順

位は，配偶者，子，父母，孫，祖父母及び兄弟姉妹の順とし，父母につ

いては，養父母を先にし，実父母を後にする。」と規定している。 

（ウ）地公災法３４条 

同条１項は，遺族補償年金を受ける権利は，その権利を有する遺族が，

①死亡したとき，②婚姻をしたとき，③直系血族又は直系姻族以外の者
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の養子となったとき，④離縁によって，死亡した職員との親族関係が終

了したとき，⑤子，孫又は兄弟姉妹については，１８歳に達した日以後

の最初の３月３１日が終了したとき，⑥同法３２条１項４号の総務省令

で定める障害の状態にある夫，子，父母，孫，祖父母又は兄弟姉妹につ

いては，その事情がなくなったときは，消滅すると規定している。 

（エ）地公災法３６条 

同条は，「遺族補償一時金は，次に掲げる場合に支給する。」と規定

し，同条１号は，「職員の死亡の当時遺族補償年金を受けることができ

る遺族がいないとき。」，同条２号は「遺族補償年金を受ける権利を有

する者の権利が消滅した場合において，他に当該遺族補償年金を受ける

ことができる遺族がなく，かつ，当該職員の死亡に関し既に支給された

遺族補償年金の合計額が当該権利が消滅した日において前号の場合に該

当することとしたときに支給されることとなる遺族補償一時金の額に満

たないとき。」と規定している。 

（オ）地公災法３７条 

同条１項は，「遺族補償一時金を受けることができる遺族は，職員の

死亡の当時において次の各号の一に該当する者とする。」と規定し，各

号において，「一 配偶者，二 職員の収入によって生計を維持してい

た子，父母，孫，祖父母及び兄弟姉妹…」と規定する。 

（カ）地公災法４７条 

同条１項柱書は，「基金は，被災職員及びその遺族の福祉に関して必

要な次の事業を行うよう努めなければならない。」と規定し，同項２号

は，「被災職員の療養生活の援護，被災職員が受ける介護の援護，その

遺族の就学の援護その他の被災職員及びその遺族の援護を図るために必

要な資金の支給その他の事業」と規定している。 

イ 業務規程（乙１） 
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（ア）業務規程２９条の７ 

同条の７第１項は，「遺族特別支給金は，遺族補償年金（法第３４条

第１項の規定により支給されるものを除く。）又は遺族補償一時金（法

第３６条第１項第２号に該当する場合に支給されるものを除く。）の受

給権者に対し，支給する。」と規定している。 

（イ）業務規程２９条の９ 

同条の９第１項は，「遺族特別援護金は，遺族補償年金（法第３４条

第１項の規定により支給されるものを除く。次項において同じ。）又は

遺族補償一時金（法第３６条第１項第２号に該当する場合に支給される

ものを除く。次項において同じ。）の受給権者に対し，支給する。」と

規定している。 

（ウ）業務規程２９条の１３ 

同条の１３第１項は，「遺族特別給付金は，遺族補償年金の受給権者

に対し年金，遺族補償一時金の受給権者に対し一時金として支給す

る。」と規定している。 

ウ 労働基準法（以下「労基法」という。）７９条 

同条は，「労働者が業務上死亡した場合においては，使用者は，遺族に

対して，平均賃金の千日分の遺族補償を行わなければならない。」と規定

している。 

エ 労働者災害補償保険法（以下「労災保険法」という。）１６条の２及び

国家公務員災害補償法（以下「国公災法」という。）１６条 

労災保険法１６条の２第１項及び国公災法１６条１項は，遺族補償年金

の受給権者につき，地公災法３２条１項と同様，被災者の死亡の当時，夫，

父母又は祖父母については６０歳以上であること，子又は孫については１

８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあること，兄弟姉妹に

ついては１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあること又
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は６０歳以上であることを要件として規定している。 

また労災保険法１６条の２第３項及び国公災法１６条３項は，地公災法

３２条３項と同様，遺族補償年金を受けるべき遺族の順位は，配偶者，子，

父母，孫，祖父母及び兄弟姉妹の順とすると定めている。 

オ 厚生年金保険法５９条１項 

同法５９条１項本文は，遺族厚生年金を受けることができる遺族は，被

保険者等の配偶者，子，父母，孫又は祖父母であって，被保険者等の死亡

当時，その者によって生計を維持したものとすると規定し，同項ただし書

は，妻以外の者のうち，夫，父母又は祖父母については５５歳以上，子又

は孫については１８歳未満である場合に限ると規定している。 

カ 損害賠償との調整 

（ア）地公災法５８条 

 同条１項は，地方公共団体等が損害賠償責任を負う場合において，被

告が同法による補償を行ったときは，同一の事由については、地方公共

団体等は，その価額の限度においてその損害賠償の責めを免れると定め，

同条２項は，その場合において，補償を受けるべき者が同一の事由につ

き損害賠償を受けたときは，被告は，その価額の限度において補償の義

務を免れると規定している。 

（イ）同法５９条 

 同条１項は，被告は，補償の原因である災害が第三者の行為によって

生じた場合に補償を行なったときは，その価額の限度において，補償を

受けた者が第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得すると規定し

ており，同条２項は，その場合において，補償を受けるべき者が当該第

三者から同一の事由につき損害賠償を受けたときは，被告は，その価額

の限度において補償の義務を免れると規定している。  

キ 他の法令による給付との調整 
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（ア）地公災法附則８条 

同附則８条１項は，「年金たる補償の額は，当該補償の事由となった

障害又は死亡について政令で定める法令による年金たる給付が支給され

る場合には，…この法律の規定…による年金たる補償の年額に，当該年

金たる補償の種類及び当該法令による年金たる給付の種類に応じ，同一

の事由により労働者災害補償保険法の年金たる保険給付と他の法令によ

る年金たる給付とが支給されるべき場合に同法の年金たる保険給付の額

の算定に用いられる率を考慮して政令で定める率を乗じて得た額（その

額が政令で定める額を下回る場合には，当該政令で定める額）」とする

旨規定しており，地公災法施行令附則３条によれば，そのような場合に

おいても，調整前の遺族補償年金の少なくとも８割が受給できることに

なる。 

（イ）地方公務員等共済組合法９９条の８ 

同法９９条の８は，「公務等による遺族共済年金については，地方公

務員災害補償法の規定による遺族補償年金又はこれに相当する補償が支

給されることになったときは，これらが支給される間，その額のうち，

その算定の基礎となった平均給与月額の１０００分の２．４６６に相当

する額に３００を乗じて得た額に相当する金額の支給を停止する。」と

規定している。 

 ２ 争点 

地公災法３２条１項ただし書１号が，遺族補償年金の受給要件として，配偶

者のうち夫についてのみ「６０歳以上」（同法附則７条の２第２項により，当

分の間「５５歳以上」）との要件（本件年齢要件）を付加していること（以下

「本件区別」という。）は，憲法１４条１項に違反するか。 

第３ 当事者の主張 

１ 原告の主張 
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（１）遺族補償に係る権利の性質 

労基法には，第８章災害補償において，療養補償，休業補償，打切補償，

障害補償，遺族補償，葬祭料などの規定が設けられ，使用者の無過失責任と

損害賠償額の定額化が図られている。そのうち，遺族補償は，遺族に対し，

平均賃金の千日分の補償をする（同法７９条）と定め，遺族補償の受給者に

ついて，配偶者と定めるのみで，夫，妻による差，すなわち性別による差別

的な取扱いは行われていない。 

損害賠償制度を前提として，使用者の過失責任を無過失責任に修正し，損

害の立証負担を軽減し損害賠償の定額化を図った労災補償制度において，何

ら男性（夫），女性（妻）という理由で異なった取扱いをする理由を導き出

せないからであり，労災補償制度において，性差を付けないことは極めて当

然の結果である。 

地公災法は，労災保険法の昭和４０年改正後である昭和４２年に制定され

ている。地公災法は，地方公務員法４５条を受けて制定されており，公務災

害によって生じる損害の填補の保険化という点では，労災保険法と何ら性格

を異にするものではない。 

地公災法に定める遺族補償については，同法の制定時にすでに労災保険法

により，遺族補償一時金だけでなく，遺族補償年金制度が創設されていたこ

とから，遺族補償年金の受給資格についても労災保険法と同じ制限が加えら

れており，本件で問題となっている本件年齢要件が設けられている。 

労災保険法の遺族補償給付の年金化（遺族補償年金）に伴い参考にしたと

思われる厚生年金保険法においては，戦前の制度発足当初から受給権者につ

き夫に年齢制限を加え，妻と差別的取扱いをする構成になっていた。 

遺族補償給付の年金化（遺族補償年金創設）に際して，単純に他の年金制

度を参考にして夫と妻を差別したことは，災害補償制度に基づく支給金の損

害補填という性格を無視したものである。損害補填とすれば，性別に違いを
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設ける合理性は何ら存在しないのであり，法制定当初から憲法１４条に違反

する性別による差別的取扱いに当たり，本件区別は憲法違反の制度であった

といえる。 

（２）仮に地公災法の立法目的が社会保障的側面を有するとしても，遺族補償年

金の受給資格についての性別による差別的取扱いは，立法目的に照らし，合

理的関連性を有しない。 

ア 被告及び参加行政庁（以下「被告ら」という。）は，遺族補償が被扶養

利益の喪失を填補する社会保障制度であると主張するが，一面的といわざ

るを得ない。遺族補償は，被告らが主張する一面を有するとしても，災害

補償としての損害填補という性格に変わりはない。遺族補償給付が他の遺

族給付に比べて高額になっていること，遺族厚生・基礎年金等の他の遺族

給付が支給されていても併給されることは，遺族補償給付が被扶養利益の

喪失への填補だけに止まらない性格を有していることの表れである。 

イ 仮に被告らが主張するとおり，遺族補償年金の趣旨に被扶養利益の補填

という社会保障的性格の一側面があることを認めたとしても，その受給資

格における区別が合理的理由のない差別的取扱いとなるときは，憲法１４

条１項違反の問題を生ずることはいうまでもない。すなわち，立法府に与

えられた裁量権を考慮してもなおそのような区別をすることの立法目的に

合理的な根拠が認められない場合，又はその具体的な区別と立法目的に合

理的関連性が認められない場合には，当該区別は，合理的な理由のない差

別として，同項に違反するものと解されることになる。 

ウ 被扶養利益と妻か夫かの差別的取扱いの厳格な合理性の有無 

遺族補償年金制度においても，補填される被扶養利益について何を基準

として算定するか，支給額の水準をどの程度のものにするか，といった点

については，立法府に相応の裁量が認められることは否定できない。 

しかしながら，その遺族補償年金を誰に受給させるかという受給資格要
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件について区別を定める場合には，別途憲法１４条の観点からの違憲性審

査をクリアしなければならず，立法裁量の範囲は相当に限定される。とり

わけ本件のように，憲法１４条後段に列挙されている性別に基づく差別的

取扱いを定める場合には，その憲法適合性の判断に当たって厳格な合理性

の基準を適用し，合憲である理由を被告らの側において立証しなければな

らない。 

このように，受給資格における差別的取扱規定が正当化できるかどうか

の違憲性判断を行うに当たっては，その社会保障的性格に惑わされること

なく，合理性のない差別は許されないという前述した平等論本来の土俵に

おいて厳格に判断されることが必要である。 

（３）要保護者の被扶養利益の補填という立法目的との関係においても，性差に

より差別的取扱いをすることに合理性がないこと 

   ア 経済，社会情勢等の変化により合理性を喪失していること 

我が国においては，全体としてみれば，依然として男女の収入格差が存

在し，就労に関して一般的に女性の置かれた状況は厳しいといえる。 

しかしながら，この間の終身雇用年功序列の賃金体系から，成果主義賃

金体系への移行，男性就業者も含めた急激な非正規雇用化，家族について

の考え方の変化等により，夫が一家の働き手として働く性別役割分業に根

ざしたモデルは実態とかけ離れてきている。 

例えば，平成２３年版厚生労働白書（甲５）は，「社会保障の検証と展

望」と題して社会保障制度を検証する中において，国民皆保険・皆年金を

達成する前後から現在に至るまでの間に，人口，雇用を巡る情勢，経済状

況，家族形態，社会生活は大きく変化しているとして，バブル経済崩壊後

のグローバル経済により企業が人件費削減も含めたリストラに追い込まれ，

労働者の処遇を見直してきた結果，日本型雇用慣行が変容し，非正規の男

性労働者の割合が増加してきたこと，社会保障制度においても，男性が正
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規職員として安定的に就業しているという前提は，見直さざるを得なくな

っていることを指摘している。また，前記白書は，社会保障制度は，専業

主婦世帯が一般的であることを想定して構築されてきた部分があるとし，

昭和５５年には，男性世帯雇用者と無業の妻（いわゆる専業主婦）からな

る世帯が１１１４万世帯であったのに対して，雇用者の共働き世帯が６１

４万世帯であったが，雇用者の共働き世帯は増加を続ける一方，男性雇用

者と無業の妻からなる世帯は減少を続け，１９９０年代に雇用者の共働き

世帯が男性雇用者と無業の妻からなる世帯を上回り，平成２２年において，

共働き世帯が１０１２万世帯に増える一方，専業主婦の世帯は７９７万世

帯にまで落ち込んでいると指摘している。 

イ 地公災法が定める遺族補償年金の立法目的を，要保護者の被扶養利益の

補填ととらえた場合でも，その立法目的に照らし，受給資格につき男女で

要件を異にする本件区別には，手段としての合理的関連性は全く認められ

ないこと 

被告らは，地公災法３２条１項が制定された昭和４２年当時の社会情勢

としての，生産年齢における労働力人口の男女の差，賃金の月平均額の男

女の差といったデータを挙げ，女性が就労しにくいこと，特に，妻につい

ては，家庭責任がより重くかかっているため，一層，就労が困難であった

と考えられることに鑑み，年齢を問わずに，自ら稼働して自活することが

困難なものと一律に保護を図る目的で，遺族補償年金を支給することには

合理性があったと主張する。また，被告らは，かかる男女の差別的取扱い

は，現在の社会情勢等に照らしても合理性があると主張する。 

しかし，被告らが挙げる社会実態上の統計的データを根拠に，女性につ

いて一般的に独力で生計を維持することができないと常に要保護性がある

ものとして一律に覆せない推定を置き，本件区別の合理性を裏付けること

は，決して許されないというべきである。 
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配偶者が妻であるか夫であるかという性差によって実態上生じている被

扶養利益の差異は，夫が働き妻が家事育児を担うという性別役割分業の結

果生じたものであり，解消されるべき課題である。社会的な性差別的就労

・家庭状況の結果生じた被扶養利益の性差をもって，遺族補償年金の支給

要件の性差別的取扱いの合理性を認めるならば，その差別的取扱いはその

差別を是認，固定化することになるから，被扶養利益の補填という立法目

的を実現する手段として，受給資格につき一律に性差による差別的取扱い

をすることに，合理性は全く認められない。 

ウ 遺族補償年金の受給資格における本件区別が，被保険者である女性公務

員に対する差別となること 

（ア）被保険者である女性公務員に対する差別的取扱い 

遺族補償年金のモデルとなった遺族厚生年金制度の目的は，「労働者

の老齢，障害又は死亡について保険給付を行い，労働者及びその遺族の

生活の安定と福祉の向上に寄与する」とされている（厚生年金保険法１

条）。 

そして，被保険者が死亡したときに給付される遺族年金の具体的な目

的については，「一家の中心たる働き手が死亡した場合に，遺族の生活

の安定を図るため遺族年金を支払」い，また，「遺族厚生年金制度があ

ることにより，被保険者は身近な親族の将来についての心配を軽減する

ことができ，それが被用者としての就業の安定と福祉の向上に寄与す

る」ことと説明されている（厚生省年金局年金課他編「厚生年金保険法

解説」社会保険法規研究会）。 

地公災法の遺族補償年金も，同様の趣旨であると考えてよいはずであ

る。この趣旨に照らしたとき，夫と妻で差別的取扱いを定める地公災法

３２条１項は，夫への差別のみならず，むしろ女性公務員に対する差別

であることが浮き彫りになる。 
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（イ）地公災法３２条１項が前提とする，性別役割分業どおりの公務員の夫

が死亡した場合，夫は将来についての心配を軽減され，それによる被用

者としての就業の安定と福祉の向上を享受する一方，遺族である専業主

婦の妻は，生計維持を趣旨とする遺族年金の受給資格を得ることにより，

夫の死後も生活の安定を図ることができる。この場合には，遺族補償年

金制度の趣旨のとおりに機能する。これは，夫婦共働きの場合の夫が死

亡した場合も当てはまる。 

ところが，夫婦共働きの妻が死亡する場合には，妻は，限られた場合

を除き，夫に遺族補償年金を残すことができない。そうすると，生前に

おいて，遺族補償年金制度により夫の将来についての心配を軽減し，よ

って被用者としての就業の安定と福祉の向上を享受するということが困

難である。また遺族である夫は，受給要件を満たさない限り，妻死亡時

の生計維持関係の有無にかかわらず（たとえ妻が主たる生計維持者であ

ったとしても），遺族補償年金を受給することができない。そうすると，

この場合には，遺族補償年金制度は，趣旨のとおりに機能しないことが

明らかである。 

（ウ）雇用の分野で男女格差の縮小が目指され，前述のとおり，夫婦共働き

世帯が増え続けている。夫婦がともに働き，生計維持の責任を分担し，

あるいは妻が主たる生計維持者となることも珍しくなくなった。そうし

た中で，妻と夫の遺族補償年金の受給資格に区別を設け，差別的に取り

扱うことは，遺族としての夫のみならず，前述のとおり，被災者，被用

者たる公務員の妻をも不当に差別するものである。 

エ 性別による差別的取扱い是正の流れ 

近年，男性，夫に対して差別的取扱いがなされてきた制度などが是正さ

れるようになっている。例えば，平成２２年７月までは母子家庭には支給

されていて父子家庭には支給されていなかった児童扶養手当が，平成２２
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年８月からは父子家庭に対しても支給されるようになった（児童扶養手当

法の一部を改正する法律・平成２２年法律第４０号）。 

また，平成２３年２月１日，男女で差が付けられていた外貌の醜状障害

に関して，労災保険法施行規則別表第１に定められた障害等級表について，

国・園部労基署長（障害等級男女差）事件の京都地裁平成２２年５月２７

日判決（労働判例１０１０号１１頁・確定）に基づき見直しが行われ，

「著しい外貌醜状」は，男女いずれも７級の障害等級となった。 

２ 被告らの主張 

（１）遺族補償に係る権利の性質 

ア 立法経過から見られる遺族補償に係る権利の性質 

遺族補償については，災害補償の一つとして，労基法，労災保険法，さ

らには国公災法においても規定されていたところである。そして，地公災

法の遺族補償を含む災害補償制度は，地方公務員について，国家公務員及

び民間の労働者の災害補償制度の改正に応じた補償内容の改善を図るとと

もに，その補償の迅速かつ公正な実施を確保するため，また，併せて災害

補償のみちが開かれていなかった地方公務員にそのみちを開くとの社会的

要請に応じて制定されたものであり，地公災法３２条１項に定める遺族補

償年金についても同様の背景事情を受けて制定に至ったものである。 

したがって，地公災法の定める遺族補償に係る権利の性質は，労災保険

法，国公災法が定める遺族補償に係る権利の性質と異なるところはない。

すなわち，労災保険法，国公災法が定める遺族補償については，災害補償

として，死亡職員の被扶養者の喪失した被扶養利益の填補を目的としたも

のであったところ，地方公務員についても，こうした補償を含む災害補償

を統一的に整備することが望まれて，地公災法が制定されて遺族補償も規

定されたのである。 

このような制定経緯に鑑みれば，地公災法が規定する遺族補償に係る権
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利については，地公災法にとって独自の事情が存するならば格別，労災保

険法及び国公災法との間で均衡が保たれていることが求められているとい

うべきである。 

イ 遺族補償は，被扶養利益の喪失を填補する社会保障制度であること 

（ア）地公災法を含む各法で定める災害補償制度の特質は，①故意又は過失

を問わず，使用者の無過失責任であること，②補償原因たる災害が業務

上のものに限られること，③補償の対象は，身体的損害に限られ，物的

損害，慰謝料等は含まれず，定型的な補償であること，④補償の内容は，

原則として，実損害の補償ではなく，被災職員の稼得能力の喪失に伴う

損失を補填するために平均賃金に一定率を乗じて補償額を算定する定率

補償方式であることなどである。したがって，災害補償制度は，民事上

の損害賠償とは異なる使用者の無過失責任を基礎とし，かつ，使用者と

被用者との関係を律する労働法上の特殊な損失補償の性格を持つ制度で

ある。 

そして，これらのことは，地公災法１条が，同法の目的について，

「この法律は，地方公務員等の公務上の災害…（中略）又は通勤による

災害に対する補償…（中略）の迅速かつ公正な実施を確保するため，地

方公共団体等に代わって補償を行う基金の制度を設け，その行う事業に

関して必要な事項を定めるとともに，その他地方公務員等の補償に関し

て必要な事項を定め，もって地方公務員等及びその遺族の生活の安定と

福祉の向上に寄与することを目的とする。」と規定し，地方公務員法４

５条１項が，「職員が公務に因り死亡し，負傷し，若しくは疾病にかか

り，若しくは公務に因る負傷若しくは疾病により死亡し，若しくは障害

の状態となり，又は船員である職員が公務に因り行方不明となった場合

においてその者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によ

って受ける損害は，補償されなければならない。」と規定して明らかに
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している。 

このように地公災法による災害補償は，すぐれて社会保障的性格を有

するものである。そして，地公災法の遺族補償は，かかる災害補償の一

環として規定されたものである。 

（イ）また，遺族補償には，遺族補償年金と遺族補償一時金との２種類があ

るが（地公災法３１条），遺族補償は，被扶養利益の喪失を補填すべき

ものであるから，死亡した職員に扶養されていた遺族に対してその被扶

養利益の喪失状態が継続する限りは，年金を支給して補償することが基

本である。 

そのため，遺族補償年金は，補償の目的及び性質上，遺族補償の中心

をなすものであり（以上につき，乙４・２０７頁），遺族補償年金を受

けることができる遺族がいないときなど，遺族補償年金の支給がされな

いときに，遺族補償一時金の支給がされる仕組みとなっている。 

（ウ）遺族補償年金の受給資格要件は，遺族補償を年金として支給するのに

ふさわしいように定められている。 

すなわち，まず，死亡職員と一定の身分関係を有する遺族であること

を必要とした上で，遺族補償年金が，職員の死亡による被扶養利益の喪

失を補填するものであることから，死亡職員の収入によって生計を維持

していたことが必要とされている。 

そして，地公災法３２条１項は，死亡職員と一定の身分関係を有する

遺族であって，死亡職員の収入によって生計を維持していた者のうち，

自活可能でない者について遺族補償年金を支給することとし，具体的に

は，妻，６０歳以上の夫，父母又は祖父母，１８歳未満の子又は孫，１

８歳未満又は６０歳以上の兄弟姉妹，総務省令で定める障害の状態にあ

る者について，一般的に就労が困難であり，自活可能ではないと判断し

て，喪失した被扶養利益を補填するため，遺族補償年金を支給すること
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としたものである。また，地公災法３４条１項は，これらの者のうち，

婚姻したとき，直系血族又は直系姻族以外の者の養子となったときにつ

いては，生計維持の新たな単位に組み入れられ，もはや遺族としてその

生活を保護する必要性が消滅し，子，孫又は兄弟姉妹について１８歳に

達したときは，稼得能力を有するに至り，自活可能となったとして，総

務省令で定める障害の状態との事情がなくなったときもまた同様に，い

ずれも喪失した被扶養利益を補填する必要がなくなった場合として，受

給資格を失うとしたものである。 

これらの諸規定に鑑みれば，地公災法３２条１項に基づく遺族補償年

金は，一般に独力で生計を維持することができる者，あるいは，死亡職

員との間によるものとは別の生計維持関係を形成した者には，その生計

維持関係をもって生活することを原則とし，そうでない者については，

喪失した被扶養利益を補填する必要性を認めて支給するものとしたもの

である。 

そして，夫と妻とについて言えば，６０歳未満の夫については独力で

生計を維持することができ，他方，妻については一般的に就労が困難で

あり夫に扶養されていることが多いという社会的実態を踏まえ，上記受

給資格者に喪失した被扶養利益を補填することとしたものである。 

以上要するに，地公災法３２条１項において受給資格要件を定めてい

るのは，死亡職員の遺族のうち，独力で生計を維持することができない

者，別の生計維持関係を持たない者について，喪失した被扶養利益を補

填してその生活を保護することとしたものということができる。そして，

一般的に独力で生計を維持することができる者については，他の災害補

償制度における公的年金との均衡を考慮して定めることとし，一定の障

害がない高校卒業時から６０歳未満の者とし，妻については，一般的に

は就労が困難であることが多く，夫に扶養されていることが多いという
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社会的実態を考慮し，このような年齢制限を行わないことにしたのであ

る。 

ここで注意すべきなのは，地公災法３２条１項は，受給資格要件につ

き，父母間，祖父母間，又は兄弟と姉妹の間においては区別を設けてお

らず，あくまで，妻と夫との間の自活能力の差異という社会的実態に鑑

みて定型的差異を設けていることであり，単純に性別によって区別して

いるものではないということである。 

（エ）調整規定の趣旨 

前提事実（２）キのような調整規定が設けられている趣旨は，地公災

法における災害補償給付が，広い意味での社会保障給付の一環をなすも

のであることから，同一の原因によって生じた事故に対し，災害補償給

付と他の社会保障給付とが重複する場合にはその重複を調整する必要が

あることにある（丙１・４２４頁）。 

（２）遺族補償に係る権利の性質に照らし，広範な立法裁量が認められること 

ア 上記のとおり，遺族補償は，被扶養利益の喪失を補填することを目的と

するものであるところ，職員が死亡したことにより喪失する被扶養利益と

は，家計や自活能力との関係でいかなる内実を有し，何を基準として算定

されるものなのか，また，遺族補償の方法として，遺族補償年金の対象と

なる遺族と，遺族補償一時金の対象となる遺族とをどのように区別するの

か，といった遺族補償給付に係る制度設計として，遺族補償年金の受給資

格要件を定めるに当たっては，その時々における文化の発達の程度，経済

的・社会的条件，一般的な国民生活の状況等との相関関係において判断決

定されるべきものであるとともに，その規定を現実の立法として具体化す

るに当たっては，国の財政事情を無視することができず，また，多方面に

わたる複雑多様な，しかも高度の専門技術的な考察とそれに基づいた政策

的判断を必要とするものであり（最高裁昭和５７年７月７日大法廷判決・
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民集３６巻７号１２３５頁（以下「最高裁昭和５７年判決」という。）参

照），立法府に広範な裁量が認められるというべきである。 

とりわけ，地公災法の制定経緯に鑑みれば，労災保険法や国公災法等の

諸規程との均衡をも考慮する必要があり，いかなる立法をするべきかにつ

いては，立法府に広範な裁量が認められるというべきである。 

より具体的にみると，受給資格要件を定めるについては，労働文化や労

働市場の動向ないし今後の趨勢，これと家族構成の傾向や趨勢との関係と

いった社会における諸事情を，長期的展望の下で考慮することが必要不可

欠であるとともに，国民の税金を原資としてなされる公務員に対する災害

補償制度という性質上，公務員の労働とその被扶養利益喪失の填補の程度

に対する国民一般の意識や価値観も念頭に置く必要がある。また，遺族補

償を定める地公災法の災害補償制度は，労働者の災害補償制度という観点

に照らすと，上記（１）に述べた地公災法の制定経緯から明らかなとおり，

その性質上，民間労働者ないし国家公務員の災害補償制度との均衡を踏ま

えて定められる必要があり，地方公務員の災害補償制度における遺族補償

の在り方を検討するに当たっては，このような我が国における社会保障制

度の一環という側面を踏まえ，他の隣接・同種の制度との均衡を考慮する

必要があるのである。 

以上のような地公災法の目的及び制定経緯や，遺族補償の目的及びその

制度設計に社会における諸事情の考慮が必要不可欠であることなどに照ら

すと，遺族補償に係る制度設計については，立法府に広い裁量が認められ

るというべきである。 

イ この点，原告は，遺族補償給付につき，妻と夫で支給額の差別をするこ

とは合理性がないなどと主張し，かかる遺族補償給付の資格要件を規定し

た地公災法３２条１項は性別に基づく差別的取扱いを定めるものであると

して，その合憲性を判断するに当たっては，厳格な合理性の基準によるべ
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きである旨主張する。 

しかしながら，地公災法３２条１項は，遺族補償年金の受給資格要件に

つき，父母間，祖父母間，又は兄弟と姉妹の間においては区別を設けてお

らず，あくまで，妻と夫の間の自活能力の差異という社会的実態に鑑みて

定型的差異を設けているものであり，単純に性別によって区別しているも

のではないから，そもそも，原告の主張は前提を誤るものである。 

また，原告の主張は，社会保障に係る立法に関し，給付の対象とされた

類型と，その対象とされなかった類型との差異を個別に取り上げ，それだ

けを比較して，当該立法が憲法１４条１項に違反する旨主張するものとい

うべきであるところ，かかる原告の主張は，社会保障立法における立法者

の裁量権を極めて狭く解釈するものであり，最高裁昭和５７年判決の示し

た判断基準に反する。 

（３）地公災法３２条１項の受給資格要件の規定は合理的であり，憲法１４条１

項に反するものではないこと 

ア 地公災法３２条１項の目的は合理的であること 

同条１項は，受給資格要件について，死亡職員との生計維持要件を求め

るとともに，妻については年齢を問わず，遺族補償年金を受給できるもの

として定めている。同条１項に基づく遺族補償年金は，年齢又は身体の状

況からみて，一般的に独力で生計を維持することができる者については自

活すべきものとし，あるいは，死亡職員との間によるものとは別の生計維

持関係を形成した場合には，その生計維持関係をもって生活することを原

則とし，そうでない者については，特別にその生活を保護する必要性を認

めて支給するものとしたものであるところ，妻については，家庭責任を負

う面が強く，就労が困難であるため，夫に扶養されることが多い社会的実

態に鑑み，一般的に独力で生計を維持することが困難なものであるとして，

喪失した被扶養利益を補填してその生活を保護することとしたものである。
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こうした立法目的そのものに合理性が認められることは明らかである。 

イ 地公災法制定当時において，受給資格要件の規定に合理性があったこと 

（ア）地公災法は，一部を除き昭和４２年１２月１日に施行されたところ，

同法３２条１項は，既に労災保険法及び国公災法において定められてい

た同様の規定を取り入れて規定されたものである。 

すなわち，地公災法は，遺族補償年金の受給資格要件の在り方として

いかなるものが相当かについては，同法に先行して，遺族補償を定めて

いた労災保険法及び国公災法の規定を取り入れることで，他の災害補償

制度との整合性を図ったものである。そもそも地公災法は，地方公務員

の災害補償の在り方について，国家公務員と民間労働者との間で均衡を

保つことを目的として制定されたものであるところ，遺族補償年金の受

給資格要件についても，国家公務員及び民間労働者におけるものとの均

衡が図られているのである。 

（イ）地公災法３２条１項が制定された当時の社会情勢において，妻につい

て，特に保護することに合理性があったこと 

昭和４２年当時の社会情勢についてみると，生産年齢における労働力

人口に大きな差があり（乙８・１頁），賃金額を比較しても，倍近い格

差がみられる（乙９・１３６頁）。このような社会情勢において，女性

が就労しにくいこと，特に，妻については，家庭責任がより重くかかっ

ているため，一層，就労が困難であったと考えられることに鑑みて，死

亡職員の妻について，死亡職員の収入によって生計を維持し，扶養され

ていたものであることを前提に，年齢を問わずに，自ら稼得して自活す

ることが困難なものとして，喪失した被扶養利益を補填して保護を図る

目的で，遺族補償年金を支給することには合理性があったというべきで

ある。 

ウ 災害補償制度においては，妻について，喪失した被扶養利益を補填して
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保護を図る立法政策を採用していること 

地公災法３２条１項は，民間労働者の災害補償制度を定めた労災保険法

及び国家公務員の災害補償制度を定めた国公災法の同種の規定を取り入れ

て規定されたものであるところ，現時点においても，労災保険法１６条の

２及び国公災法１６条は，遺族補償年金の受給資格について，妻に受給資

格年齢を設けていない。 

我が国の災害補償制度においては，妻について，夫とは区別して年金等

の支給を認めている。これは，妻については，家庭責任が重くかかってい

るため，就労が困難とみられることに鑑み，妻について，喪失した被扶養

利益を補填して保護することとしている趣旨によるものと解することがで

きる（乙４・２１０，２１１頁，乙５・３９９頁，乙６・２９４頁）。 

そして，地公災法が定める遺族補償は我が国における災害補償制度の一

環としての側面を有しており，他の災害補償制度と同様の性格であるから，

同法に定める遺族補償の支給に当たっては，他の災害補償制度との整合性

を図らなければならず，同法３２条１項が定める受給資格要件に関する規

定は，上記の趣旨を踏まえた上で，他の災害補償制度との整合性を図った

結果としての規定である。 

エ 現在の社会情勢に照らしても，地公災法３２条１項が規定する受給資格

要件には合理性があること 

地公災法３２条１項は，妻については，一般的に独力で生計を維持する

ことが困難であるものとして，その被扶養利益の喪失を填補することを目

的とし，受給資格年齢を設けずに遺族補償年金の受給者としているところ，

現時点における社会情勢等に照らしても，一般的に，女性の就業形態，獲

得賃金等に照らし，男性に比して恵まれているとはいえず，特に，配偶者

がいる女性についてはこれが顕著であり，家事や子育てをするという家庭

責任の比重をみても，依然として女性に重くかかっている。要するに，一
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般的にみて，女性について独力で生計を維持することが容易な状況にある

とはいい難く，妻について，年齢にかかわらず，喪失した被扶養利益を補

填して特に保護することには合理性が認められ，受給資格年齢を設けなけ

ればならないとまではいえない。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

前提事実のほか，後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認め

られる。 

（１）労基法，労災保険法及び国公災法の制定経緯（乙４） 

ア 労基法は，昭和２２年４月に制定された。労基法の制定により，災害補

償について，従来の鉱業法，工場法及び労働者災害扶助法により定められ

ていた労働者の災害扶助制度を災害補償として一元化し，労働者の業務上

の負傷，疾病，障害又は死亡に対し，使用者が無過失責任を負うことを明

確化するとともに，その補償内容を大幅に改善した。 

そして，労基法の制定と同時に，業務上の災害発生に際し，使用者の一

時的補償負担の緩和を図り，労働者に対する災害補償を迅速かつ確実に行

うため，国が使用者から保険料を徴収し，災害補償保険を経営するという

労災保険法が施行され，従来，健康保険法，厚生年金保険法及び労働者災

害扶助責任法に個別に規定されていた業務災害保険の制度が統合された。 

イ その後，昭和２６年には，国公災法が制定され，国家公務員の災害補償

に関する法制度が整備されるに至った。 

（２）地公災法の制定経緯（乙４） 

ア 一方，地方公務員は，昭和２２年の新憲法及び地方自治法の施行に伴い，

都道府県の官吏等から都道府県吏員（地方公務員）に身分が切り替えられ，

災害補償に関しては，民間の労働者と同様，労基法，労災保険法，船員法

及び船員保険法の適用を受けることとなった。 
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しかしながら，その後，災害補償に関する条例を制定した一部の地方公

共団体に属する職員を除き，地方公務員の総数の約８割を占めていた非現

業職員の大部分は，最低限度の補償を定めた労基法の適用を受けるのみで

あったことから，その給付水準は，現業職員に適用される労災保険法に基

づく労働者災害補償保険（以下「労災保険」という。）の給付水準に比べ

て低く，同一の地方公共団体に属する地方公務員の間でも補償内容に不均

衡が生じていた。しかも，昭和３０年のけい肺病対策を契機に，労災保険

制度における災害補償の年金化が進められ，特に，昭和４０年の法改正に

より年金制度の大幅な導入が行われたことにより，その不均衡は一層著し

くなった。 

イ 昭和４１年７月には国公災法が改正され，労災保険と同様の本格的な年

金化が行われたことにより，地方公務員法２４条５項の「職員の勤務時間

その他の勤務条件を定めるに当たっては，国…の職員との間に権衡を失し

ないように適当な配慮が払われなければならない」との規定の精神からみ

ても，地方公務員について，何らかの改善策が必要とされるに至った。 

ウ このような地方公務員の災害補償の状況に鑑み，国家公務員及び民間労

働者の災害補償制度の改正に即応した補償内容の改善を図るとともに，そ

の補償を迅速かつ確実に行うため，また，併せて，これまで災害補償のみ

ちが開かれていなかった地方公務員にそのみちを開くために，地方公務員

の災害補償制度を統一的に整備すべきであるとの強い要請があり，昭和４

２年８月１日，地公災法が公布され，一部の規定を除き同年１２月１日に

施行された。 

（３）地公災法３２条１項の制定・改正経緯 

労災保険法１６条の２は，昭和４０年の改正により，遺族補償の年金化が

行われたことに伴い，年金の受給者にふさわしい者として，受給資格のある

遺族を，死亡の当時その収入によって生計を維持していた者に限定し，さら



25 

に，妻以外の者については，一定の年齢に該当する者又は一定の障害状態に

ある者を生計自立の能力がない者とみなして，それらの者の被扶養利益の喪

失を補填しようとしたものであり，また，死亡労働者との親疎に応じて受給

順位を定めている（乙５・３９９頁）。 

また，国公災法についても，昭和４１年の改正により遺族補償の年金化が

行われたことに伴い，労災保険法の上記改正と同様の目的で，国公災法１６

条が規定された（乙６・２９４頁）。 

このような労災保険法及び国公災法における法改正を受けて，地公災法に

おいても，同様に，遺族補償年金を職員の死亡によって扶養者を喪失した遺

族で稼得能力を欠く者に支給するため，妻については，一般的には就労が困

難であることが多いことなどを考慮して年齢要件又は障害要件（以下「年齢

要件等」という。）を設けず，妻以外の遺族で高校卒業時より５５歳未満の

者については，他の公的年金との均衡を考慮し，年齢要件等を設けた同法３

２条１項が制定された（乙４・２０９頁）。 

制定当時の同条１項は，国公災法と同様に，妻以外の遺族の受給資格年齢

を１８歳未満の者又は５５歳以上の者としていたが，その後，昭和６０年に，

労災保険法等において，妻以外の遺族の年金受給資格が６０歳以上とされた

ことに伴い，地公災法３２条１項についても，妻以外の遺族の年金受給資格

年齢を，従来の１８歳未満又は５５歳以上から，１８歳未満又は６０歳以上

に改正した（乙４・４１６頁，４１７頁）。 

なお，上記同法３２条１項の改正に関しては，昭和６０年４月１６日に行

われた参議院地方行政委員会において，出席者から，妻については遺族補償

年金の受給資格年齢がないことが男女の平等の観点から問題があるのではな

いかという趣旨の質問がされたのに対し，政府委員ないし説明員から，「妻

が働きに出るといっても非常に就業の機会は限られるだろう，あるいはまた

仮に就業できたとしてもその条件といいますか，その条件というのも恵まれ
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ない場合が多いだろうということでそういう制度がとられたのだというふう

に思います。それに反して男の場合はどうだろうかというと，男の場合は妻

の場合よりもやはりより有利じゃないかというのが今の日本の一般的な社会

の状況じゃないかということじゃないかというふうに思います。そういうこ

とで，実質的にとにかく今の経済社会の実態を眺めた場合には，そういう異

なった扱いをすることによって実質的な平等というものが確保されるだろう

ということでこういう制度になっておるわけでございますけれども，この制

度はひとり地方公務員災害補償制度だけではなくして，すべての災害補償制

度についてそういう取扱いに現在なっております。日本の社会経済の実態か

らしてそういう制度というものが現在できあがっておるのだというふうに私

たち理解しております。」，「我が国におきましては，一般的に申しまして

妻の場合には就業の機会が難しいという面がある，そういう面とともに，そ

れから就業しているといたしましても給与が低いとか，そういった実態上の

問題があるというようなことから，子供を扶養するというような面での生活

の困難というようなものも考えられるというようなことから設けられている

制度でございまして，いわば実質的な平等を図る制度というふうに理解して

いるところでございます。」との説明がされている（乙７）。 

（４）社会情勢に関する各種統計等 

ア 総務省統計局の労働力調査（平成２２年） 

（ア）労働力調査は，我が国における就業及び不就業の状態を毎月明らかに

することを目的として行われるものであり，選定された住戸に居住する

世帯を調査することによって行われる（乙１０）。ここでは，生産年齢

に占める就業者及び完全失業者の占める割合や雇用形態別の雇用者数等

を明らかにすることができる。 

なお，この調査で用いられる労働力人口とは１５歳以上の者で，就業

者及び就業したいと希望し求職活動をしており，仕事があればすぐ就く
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ことができるが，仕事に就いていない者（完全失業者）の総数をいい，

労働力率とは，当該年齢人口に占める労働力人口の割合をいう（乙１２

・２枚目）。 

（イ）労働力率の比較 

生産年齢（１５歳から６４歳まで）の人口に占める労働力人口（就業

者及び完全失業者の総数）の割合（労働力率）をみると，女性６３．１

％（生産年齢の人口は４０３１万人，労働力人口は２５４４万人），男

性８４．８％（生産年齢の人口は４０８２万人，労働力人口は３４６１

万人）である（乙１１・２，３頁）。 

そして，配偶関係別に女性の労働力率をみると，未婚者６３．４％，

有配偶者４９．２％，死別・離別者２９．５％であり，有配偶者及び死

別・離別者に占める労働力人口の割合は半数を切っている（乙１１・３

頁）。 

（ウ）雇用形態別の雇用者数の比較 

次に，男女の雇用者数を雇用形態別にみると，女性では，正規の職員

・従業員 １０４６万人（４６．２％），非正規の職員・従業員 １２

１８万人（５３．８％）であるのに対し，男性では，正規の職員・従業

員 ２３０９万人（８１．１％），非正規の職員・従業員 ５３９万人

（１８．９％）であり，女性は，雇用者数に占める非正規の職員・従業

員の割合が過半数を占め，その割合は男性の約３倍である（乙１１・１

５頁）。 

（エ）完全失業率（労働力人口に占める完全失業者の割合） 

 女性は４．６％であるのに対し，男性は５．４％であり，年齢階級別

に比較すると，３５ないし４４歳までは女性が男性よりも高くなってい

る。平成２２年までの推移をみるに，昭和６０年から平成９年までは，

女性が男性よりも多くても０．２％程度高いだけでほぼ拮抗して推移し
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てきたが，平成１０年以降は男性が女性よりも高い状態で推移し，平成

２２年には上記のとおり，両者の差が過去最大となった（乙１１・８，

９頁） 

イ 厚生労働省の賃金構造基本統計調査（平成２２年） 

（ア）賃金構造基本統計調査は，主要産業に雇用される労働者について，そ

の賃金の実態を労働者の雇用形態，就業形態，職種，性，年齢，学歴，

勤続年数及び経験年数別に明らかにすることを目的として，１年に１回，

調査票を用いて行う調査である（乙１３・１頁）。 

（イ）賃金額の比較 

一般労働者（常用労働者のうち，短時間労働者以外の者）の賃金を男

女別に比較すると，以下の調査結果が得られている（乙１１・２５頁）。 

ａ 女性 

（ａ）正社員・正職員 

きまって支給する現金給与額 ２６万１８００円 

うち所定内給与額      ２４万４０００円 

（ｂ）正社員・正職員以外 

きまって支給する現金給与額 １８万０９００円 

うち所定内給与額      １７万０９００円 

ｂ 男性 

（ａ）正社員・正職員 

きまって支給する現金給与額 ３７万１２００円 

うち所定内給与額      ３３万８５００円 

（ｂ）正社員・正職員以外 

きまって支給する現金給与額 ２５万０９００円 

うち所定内給与額      ２２万８８００円 

なお，「きまって支給する現金給与額」とは，労働契約等であらかじ
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め定められている支給条件及び算定方法によって，その年の６月分とし

て支給される現金給与額をいい，このうち「所定内給与額」とは，「き

まって支給する現金給与額」から時間外勤務や休日出勤等に対して支給

される超過労働給与額を除いたものをいう（乙１３・２頁）。 

このような一般労働者の正社員・正職員における男女間の賃金格差

（男性を１００とした場合の女性の給与額）は，「きまって支給する現

金給与額」で７０．５，「所定内給与額」で７２．１である（乙１１・

２６頁）。 

ウ 国税庁の民間給与実態統計調査 

（ア）この調査は，民間事業所における年間の給与の実態を，給与階級別，

事業所規模別，企業規模別等に明らかにして，併せて，租税収入の見積

もり，租税負担の検討及び税務行政運営等の基本資料とすることを目的

としているもので，幅広い事業規模の事業所を調査対象としている（乙

１４・１頁）。 

（イ）この調査においても，平均給与は，男性が約５０７万円であるのに対

し，女性が約２６９万円であり（乙１４・１０頁），著しい格差が生じ

ている。 

エ 国勢調査における家事のみを行っている男性，女性の割合 

（ア）国勢調査は，我が国の人口の状況を明らかにするため，ほぼ５年ごと

に行われており，調査区を設定し，調査員が世帯毎に調査票を配布して

行うものである。ここでは，配偶者の有無や仕事の種類等を調査してい

る（乙１５）。 

（イ）国勢調査においては，夫婦のうち片方が家事のみを行っている割合

（片方が就業しているかどうかまでは区別していない。）について，年

齢階層別に集計している。ここで示される数値は，いわゆる専業主婦又

は専業主夫の集計値である。 
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地公災法は，夫について５９歳までを独力で生計を維持する能力があ

るものとして捉えているところ，平成２２年度国勢調査における集計値

について，２０歳から５９歳までの年齢階層でみると，女性は６９０万

４８００人，男性は５万６２００人であり，男性は女性の約０．８％で

ある（乙１６）。 

オ 国民生活基礎調査，母子世帯調査 

厚生労働省大臣官房統計情報部「平成２２年国民生活基礎調査」による

と，平成２１年の１年間の平均所得額につき，全世帯平均が５４９万６０

００円であるのに対し，母子家庭平均は２６２万６０００円である（乙１

７）。 

また，平成１８年度母子世帯調査によると，就業状況について，父子家

庭が９７．５％であるのに対し，母子家庭が８４．５％であるものの，そ

のうち常用雇用の割合をみると，父子家庭は７２．２％であるのに対し，

母子家庭は４２．５％となっており，その結果，平均年間収入が父子家庭

が４２１万円であるのに対し，母子家庭は２１３万円である（乙１７・４

頁）。 

カ 平成２３年版厚生労働白書（甲５）及び同男女共同参画白書（甲６） 

上記各白書は，以下のとおり報告している。 

昭和３０年代の高度成長期には，企業は優秀で必要な労働力を確保する

ため，「終身雇用」，「年功序列賃金」，「企業別組合」といった日本型

雇用慣行により主として男性労働者を正社員として処遇してきたが，企業

がバブル経済崩壊後のグローバル経済により人件費削減も含めたリストラ

に追い込まれ，労働者の処遇を見直してきた結果，日本型雇用慣行が変容

し，非正規の男性労働者の割合が増加してきた。（甲５・５頁） 

また，家族の状況については，高校，大学を卒業後，大都市で就職し，

結婚するケースが多くなった結果，核家族化が進んだ。（甲５・５頁） 
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雇用者の変化の状況としては，「これまでは男性の正社員が中心であっ

たが，特に，女性の社会進出等により女性が増加している。男性と女性の

雇用者の比率は，１９５９（昭和３４）年には男性雇用者が女性の２．５

倍程度であったが，２００７（平成１９）年には男性は女性の１．３倍程

度になっている」，「平成１４年から２２年までの間の男女雇用者数の推

移を見てみると，男性雇用者数は約３７万人減少している一方で女性雇用

者数は約１６８万人増加している」，「１９８２（昭和５７）年から２０

０７（平成１９）年の間の変化をみると，正規の職員従業員の数はあまり

増加しておらず，男女とも被用者の増加分はほとんど派遣社員，契約社員，

パート，アルバイト等の非正規雇用となっている。社会保障制度において

も，男性が正規職員として安定的に就業しているという前提は，見直さざ

るを得なくなっている」（甲５・１２頁，甲６・５４頁）。 

さらに，「社会保障制度は，専業主婦世帯が一般的であることを想定し

て構築されてきた部分がある」とした上で，「１９８０（昭和５５）年に

は，男性世帯雇用者と無業の妻（いわゆる専業主婦）からなる世帯が１，

１１４万世帯であったのに対して，雇用者の共働き世帯が６１４万世帯で

あった。しかしながら，雇用者の共働き世帯は増加を続ける一方，男性雇

用者と無業の妻からなる世帯は減少を続け，１９９０年代に雇用者の共働

き世帯が男性雇用者と無業の妻からなる世帯を上回」り，平成２２年にお

いては，共働き世帯が１０１２万世帯であるのに対し，専業主婦の世帯は

７９７万世帯に達した。その結果，「夫は外で働き，妻は家庭を守るべき

である」という性別役割分担意識について，昭和５４年には賛成が７割を

超えていたが，平成１６年には初めて反対が賛成を上回り，平成１９年に

は反対が５割を超えた。（甲５・１３頁，甲６・６４，６５，７０頁）。 

ただ，女性は現役時代の賃金において男性より低いため，貧困率がほと

んどすべての年代において男性よりも高く，相対的貧困率は，女性の中で
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も高齢単身世帯や母子家庭（平成１９年の勤労世代（２０ないし６４歳）

において６０％弱）において特に高いが，父子家庭においても同年の勤労

世代において３０％弱に上り，夫婦のみや夫婦と未婚の子がいる勤労世代

が１０％程度であることと比較しても高い（甲６・７３，７５頁）。 

２ 違憲審査基準 

（１）憲法１４条１項は，法の下の平等を定めており，この規定は，事柄の性質

に応じた合理的な根拠に基づくものでない限り，法的な差別的取扱いを禁止

する趣旨のものである（最高裁昭和３９年５月２７日大法廷判決・民集１８

巻４号６７６頁，同昭和４８年４月４日大法廷判決・刑集２７巻３号２６５

頁等） 

（２）遺族補償年金の法的性質 

  地方公務員法４５条は使用者である地方公共団体が公務上の災害を受けた

職員に対し無過失責任として公務災害補償責任を負うことを定め，それを担

保するため地公災法により地方公務員災害補償制度を規定し，その一つとし

て定められた遺族補償年金は，地方公務員が公務上死亡したことによる遺族

の被扶養利益の喪失を補てんしようとしたものである。 

 したがって，地方公務員災害補償制度は，損害賠償との調整規定が置かれ

ている上（前提事実（２）カ），同一の事由により他の社会保障給付をも受

給できる場合においても，併給が禁止されておらず，少なくとも調整前の遺

族補償年金額の８割以上の額の支給を受けることができること（同（２）

キ）など，一種の損害賠償制度の性格を有しており，純然たる社会保障制度

とは一線を画するものであることは否定できない。 

 ただ，同時に，地方公務員災害補償制度は，労災保険制度を踏まえて制定

されたものであるが，それまでに社会保障立法の性格を有する健康保険法や

厚生年金保険法及び労働者災害扶助責任法に個別に規定されていた業務災害

保険制度が統合されたものである上（前記１（１）），昭和４０年の改正に
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より遺族補償が年金化され，受給権者が死亡，婚姻するなどした場合にその

受給権は消滅するものとされている一方で，これらの事情が生じない限り，

死亡した職員の就労可能年数を経過した後も同年金の受給権を失わないもの

とされており（前提事実（２）ア（ウ）），また，他の社会保障的性質を有

する年金給付との間に調整規定が置かれていること（同キ）などに照らすと，

上記遺族補償年金は，定額が支給される遺族補償一時金とは異なり，一般に

独力で生計を維持することができる者，あるいは，死亡職員との間によるも

のとは別の生計維持関係を形成した者は，その生計維持関係をもって生活す

ることを原則とし，そうでない者については，喪失した被扶養利益を補填す

る必要性を認めて支給するものとしたものであり，遺族補償年金制度には被

告らが主張するように社会保障的性質をも有することは否定できない。 

  そのような性質を有する遺族補償年金制度につき具体的にどのような立法措

置を講じるかの選択決定は，上記制度の性格を踏まえた立法府の合理的な裁

量に委ねられており，本件区別が立法府に与えられた上記のような裁量権を

考慮しても，そのような区別をすることに合理的な根拠が認められない場合

には，当該区別は，合理的な理由のない差別として，憲法１４条１項に違反

するものと解するのが相当である。 

３ 具体的検討 

（１）本件年齢要件を含む年齢要件は，上記のとおり，社会保障的性質を

も有する遺族補償年金の受給権者の範囲を定めるに当たり，立法当時の社会

情勢や財政事情等を考慮して，職員の死亡により被扶養利益を喪失した遺族

のうち，一般的に就労が困難であり，自活可能ではないと判断される者に遺

族補償年金を支給するとの目的の下に，障害要件とともに，そのような者を

類型化するための要件として設けられたものであると解されるところ，地公

災法が遺族補償年金の受給権者にこのような要件を設けたこと自体は合理的

なものといえる。 
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（２）ア 地公災法３２条１項は，受給権者としての職員の遺族には，基本

的には年齢要件等を設けているものの，妻にはそれらの要件を要求してい

ない結果，配偶者が男性である場合と女性である場合との間に本件区別が

生じている。 

（ア）この点，被告らは，同条１項は，受給資格要件につき，父母間，祖父母

間，又は兄弟と姉妹の間においては区別を設けておらず，あくまで，妻と

夫との間の自活能力の差異という社会的実態に鑑みて定型的差異を設けて

いるものであり，単純に性別によって区別しているものではないと主張す

る。 

 確かに，地公災法３２条１項は，遺族補償年金の受給権者の範囲を定

めるに当たり，妻以外の職員の遺族については，いずれも年齢要件等を

設けており，配偶者以外の遺族について性別で要件に差を設けていない

が，原告が主張する本件区別（本件年齢要件の有無）は，上記のとおり，

夫か妻かという性別に基づく区別であることは明らかである。 

（イ）この点，上記規定が設けられるにあたり前提とした立法事実についてみ

ると，地公災法が立法された昭和４０年代には，企業は，終身雇用，年功

序列賃金，企業別組合といった日本型雇用慣行により主として男性労働者

を正社員として処遇していたため，その妻の多くが就業するのは相当困難

であったのと性別役割分担意識も相まって専業主婦として日常家事を分担

しており，その結果，夫と死別したり，離婚することにより被扶養の利益

を喪失した母子世帯の所得保障を行うために昭和３７年には児童扶養手当

制度が設けられるなどしており，昭和５５年時点でも，いわゆる専業主婦

世帯が１１１４万世帯であったのに対して，共働き世帯が６１４万世帯に

止まっていたことが認められる（前記１（４）カ）。 

 上記立法事実を踏まえ，いわゆる専業主婦世帯を想定し，その働き手

である夫が死亡した場合に，「妻の場合には就業の機会が難しいという
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面がある，そういう面とともに，それから就業しているといたしまして

も給与が低いとか，そういった実態上の問題があるというようなことか

ら」（前記１（３）），妻については，年齢や障害の有無に関わらず類

型的に生計自立の能力のない者として，年齢要件等を設けずに生計維持

要件を有する者は遺族補償年金の受給権者としたことには，地公災法が

立法された当時においては，一定の合理性があったといえる。 

（ウ）もちろん，立法当時においても，なかには，生計自立の能力のある妻

や逆に生計自立の能力のない夫も存在したことが容易に推定でき，前者

は生計自立可能であるのに，年齢に関わらず遺族補償年金を受給できる

が，後者は，生計自立能力がないのに一定の年齢や障害がなければ遺族

補償年金を受給できないことになる。ただ，被告らが主張するように，

そのような当時の社会状況に照らせば，むしろ例外的な両者の差異を取

り上げ，それだけを比較して，その差異に十分に合理的な根拠を欠く場

合に直ちに憲法１４条１項違反と判断することは，結果的に上述した社

会保障の性質を有する立法における立法者の裁量権を極めて狭く解釈す

ることになり，その結果，大量かつ定型的処理が要請される社会保障の

あらゆる場面で厳格な合理性の審査により平等取扱いが担保されていな

い限り社会保障立法ができないという弊害を招きかねない。 

 したがって，当該立法が基礎とした立法事実を踏まえた場合に，その

区別を設けることが一定の合理性を有する場合には，それは何ら合理的

な理由のない不当な差別的取扱いということはできない。 

（エ）以上によれば，本件区別は，前記（イ）で述べた立法当時の社会状況

（女性が男性と同様に就業することが相当困難であるため専業主婦世帯

が一般的な家庭モデルである状況）が大きく変動していない状況の下に

おいては，差別的取扱いということはできず，憲法１４条１項に違反す

るということはできない。 
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イ しかし，上記立法の基礎となった社会状況は時代とともに変遷するもの

でもある上，本件区別の理由は性別という，憲法の定める個人の尊厳原理

と直結する憲法１４条１項後段に列挙されている事由によるものであって，

憲法が両性の本質的平等を希求していることは明らかであるから，本件区

別の合理性については，憲法に照らして不断に検討され，吟味されなけれ

ばならないというべきである。 

ウ 本件区別の立法の基礎とされた社会状況については，その後，大きく変

化しており，前記１（４）カのとおり，性別役割分担意識が希薄化し，女

性の社会進出が進んだ結果，１９９０年代には，雇用者の共働き世帯が専

業主婦世帯を上回り，平成１４年以降，男性雇用者数が減少する一方で女

性雇用者数が増加した結果，平成２２年には，共働き世帯が１０１２万世

帯であるのに対し，専業主婦世帯は７９７万世帯に止まること，平成２３

年版厚生労働白書においても，男性の非正規雇用が増加し，社会保障制度

においても，男性が正規職員として安定的に就業しているという前提は，

見直さざるを得なくなっていると指摘されていることなどに照らすと，今

日では，専業主婦世帯が一般的な家庭モデルであるということはできず，

共働き世帯が一般的な家庭モデルになっているというべきであるから，現

在における本件区別の合憲性を判断するに当たっては，こうした一般的な

家庭モデルの変化にも着目する必要がある。 

エ そこで，共働き世帯が一般的な家庭モデルとなった現在の社会情勢の下

においてもなお本件区別の合憲性を維持できるか否かについて検討する。 

 ただ，そのような共働き世帯のうち，主として遺族たる配偶者の収入に

よって生計を維持しており，死亡した職員の収入は家計の補助程度に止ま

る場合には，そもそも生計維持要件を満たさず，受給権を有しないから，

本件年齢要件の適用は問題とならない。 

よって，共働き世帯において本件年齢要件の適用が問題となるのは，ど
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ちらか一方が職員である夫婦双方の収入によって家計を維持していた場合

か，死亡した職員の収入によって主として家計を維持していた場合である。 

オ この点，被告らは，一般的に，女性の就業形態，獲得賃金等について，

男性に比して恵まれているとはいえないため，妻についてのみ年齢要件を

設けないことには合理性があると主張するところ，前記１（４）のとおり，

確かに，女性の社会進出が進んで共働き世帯が一般的な家庭モデルとなっ

た今日においても，女性の方が，男性に比べて，依然として，賃金が低く，

非正規雇用の割合が多いなど，就労形態や獲得賃金等について不利な状況

にあることは明らかであり，母子家庭を父子家庭と比較すると，平均年間

収入が約半分と劣るため，相対的貧困率が約２倍になっていることはそれ

を裏付けるというべきであり，本件区別の前提となった立法事実の一部は

依然継続していることが認められる。 

しかしながら，そのような男女間の就業形態や収入の差については，あ

くまでも相対的なものであるし，他方，前記１（４）ア（エ）のとおり，

平成１０年以降は，男性が女性より完全失業率が高く，平成２２年には過

去最大となっていることや，母子家庭においても，父子家庭と比較すると

平均年間収入が約半分と劣っているものの，８４．５％が就業できている

ことをも考慮すると，本件区別のように，死亡した職員の遺族である５５

歳未満の配偶者において，妻を一般的に就労が困難である類型にあたると

して，男女という性別のみにより受給権の有無を分けることの合理的な根

拠になるとはいい難い。 

しかも，本件年齢要件の適用が問題となる一般的な家庭モデルである共

働き世帯の場合，専業主婦世帯や専業主夫世帯とは異なり，遺族たる配偶

者は，男女いずれであれ，前述したとおり，現に就労して家計補助的な程

度を超える収入を得ているものの，生計維持要件を充たしているというこ

とは，単独で通常の生活水準を維持できないか，生活水準を下げざるをえ
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ないような状態にある（乙４・２１２頁）のは共通であって，職員である

配偶者が死亡した場合に単独で生計を維持できるような職に転職したり，

就労形態を変更したりすることの困難さも，一般に女性の就業形態，獲得

賃金等について，男性に比して恵まれていないことと同様の程度の差にす

ぎないというべきであるから，そのような差は，共働き世帯について，職

員である夫が死亡した場合と職員である妻が死亡した場合とで生計維持要

件を満たす配偶者において受給権の有無を分けるほどの異なる取扱いをす

ることの合理的根拠とはなり得ないというべきである。 

昭和６０年の地公災法３２条１項の改正の際の政府委員の説明をみても，

「妻が働きに出るといっても非常に就業の機会は限られるだろう，あるい

はまた仮に就業できたとしてもその条件といいますか，その条件というの

も恵まれない場合が多いだろうということでそういう制度がとられたのだ

というふうに思います。それに反して男の場合はどうだろうか」との発言

がなされているところ（前記１（３）），これは，専業主婦世帯と専業主

夫世帯とを比較して，それまで就労していなかった遺族たる配偶者が新た

に働きに出る場合を想定していると解される。しかし，前記のとおり，共

働き世帯が専業主婦世帯を大幅に上回っている今日においては，専業主婦

世帯と専業主夫世帯との比較から本件年齢要件の合理性を導き出すことは

適当でない。 

なお，今日でも，専業主夫の方が，専業主婦に比べれば就職に有利であ

るとはいえるが，平成２２年における２０歳から５９歳までの年齢階層で

みると，専業主夫の人数は専業主婦の人数の約０．８％にすぎず，専業主

夫世帯というのは極めて例外的な事例であり，これと専業主婦世帯とを比

較して本件年齢要件の合理性の根拠とすることには無理がある。 

また，前記１（４）カのとおり，バブル経済崩壊後のグローバル経済に

より，企業が人件費削減も含めたリストラに追い込まれ，労働者の処遇を
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見直してきた結果，日本型雇用慣行が変容し，非正規の男性労働者の割合

が増加してきたことに照らすと，配偶者のうち夫についてのみ本件年齢要

件を課すことが合理的であるとはいい難く，前記白書の中でも，「社会保

障制度においても，男性が正規職員として安定的に就業しているという前

提は，見直さざるを得なくなっている」との指摘がなされている。 

カ さらに，被告らは，本件年齢要件の合憲性の根拠として，妻の方が家事

や子育てをするという家庭責任の比重が重いことも挙げるが，仮にそのよ

うな事情があるとしても，今日では，核家族化が進行しているとの指摘が

なされていること（前記１（４）カ）に照らすと，妻が死亡した場合，遺

族である夫は，それまで妻が担っていた家庭責任を妻に代わって担わざる

を得ない状況になると解されるから，夫が死亡した場合と妻が死亡した場

合とで遺族たる配偶者が担うべき家庭責任の程度に違いはない。かえって，

妻の死亡により家庭責任が増大した結果，遺族である夫が，従前と同程度

の収入を得ることが難しくなる場合すらあり得る。 

したがって，この点も，本件年齢要件の合理性の根拠とはなり得ないと

いうべきである。 

キ これに加えて，原告も指摘するとおり，配偶者との死別又は離婚等の生

別により被扶養利益を喪失した母子世帯の所得保障を目的とした児童扶養

手当の支給要件を定めた児童扶養手当法４条について，それまで母子家庭

にしか支給されなかった児童扶養手当を，平成２２年８月以降，父子家庭

にも支給することとする改正がなされており，遺族補償年金制度と同種目

的により制定された社会保障立法において女性のみを優遇する規定を改正

し，男女の平等を図るように法改正が行われていることも，遺族補償年金

制度制定時の立法事実が変遷したことにより，本件区別の合理性が失われ

るに至ったことを裏付けるというべきである。 

 この点，被告らは，労災保険法及び国公災法にも地公災法３２条１項と
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同旨の規定が存在するとも主張するが，他の法令に本件年齢要件と同旨の

規定があるからといって，そのことから直ちに同要件が憲法１４条１項に

違反しないとの結論を導くことはできないし，証拠（甲８）によれば，平

成２３年１２月１日の第７回社会保障審議会年金部会においても，継続的

に検討すべき事項として，遺族年金支給対象につき，男女差解消が必要で

あるとの意見が出されているのである。 

よって，この点も，上記結論を左右しない。 

（３）結語 

以上のとおり，地公災法の立法当時，遺族補償年金の受給権者の範囲を画

するに当たって採用された本件区別は，女性が男性と同様に就業することが

相当困難であるため一般的な家庭モデルが専業主婦世帯であった立法当時に

は，一定の合理性を有していたといえるものの，女性の社会進出が進み，男

性と比べれば依然不利な状況にあるとはいうものの，相応の就業の機会を得

ることができるようになった結果，専業主婦世帯の数と共働き世帯の数が逆

転し，共働き世帯が一般的な家庭モデルとなっている今日においては，配偶

者の性別において受給権の有無を分けるような差別的取扱いはもはや立法目

的との間に合理的関連性を有しないというべきであり，原告のその余の主張

について判断するまでもなく，遺族補償年金の第一順位の受給権者である配

偶者のうち，夫についてのみ６０歳以上（当分の間５５歳以上）との本件年

齢要件を定める地公災法３２条１項ただし書及び同法附則７条の２第２項の

規定は，憲法１４条１項に違反する不合理な差別的取扱いとして違憲・無効

であるといわざるを得ない。 

そうすると，地公災法３２条１項ただし書１号及び同法附則７条の２第２

項を根拠としてなされた，原告に対する遺族補償年金の不支給処分は，違法

な処分であるから取り消すべきであり，原告が遺族補償年金の受給権者に該

当しないとしてなされた，原告に対する遺族特別支給金，遺族特別援護金及
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び遺族特別給付金の各不支給処分も，いずれも違法なものとして取消しを免

れない。 

第５ 結論 

以上によれば，原告の請求は理由があるから認容することとし，主文のとお

り判決する。 
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